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【参考】公開草案と監査委員会報告第 66 号等の比較 

 以下の比較表では、企業会計基準適用指針公開草案第 54 号「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針（案）」（以下「本公開草案」と

いう。）と、日本公認会計士協会から公表されている税効果会計に関する実務指針である監査委員会報告第 66 号「繰延税金資産の回収可能性

の判断に関する監査上の取扱い」（以下「監査委員会報告第 66 号」という。なお、右欄において「【66 号】」と表示している。）、監査委員会

報告第70号「その他有価証券の評価差額及び固定資産の減損損失に係る税効果会計の適用における監査上の取扱い」（右欄において「【70号】」

と表示している。）、会計制度委員会報告第 6号「連結財務諸表における税効果会計に関する実務指針」（右欄において「【連結税効果実務指針】」

と表示している。）、会計制度委員会報告第 10 号「個別財務諸表における税効果会計に関する実務指針」（右欄において「【個別税効果実務指

針】」と表示している。）、会計制度委員会「税効果会計に関する Q&A」（右欄において「【税効果 Q&A】」と表示している。）、企業会計基準適用

指針第 8号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（右欄において「【純資産適用指針】」と表示している。）を比較

しており、主な相違箇所に下線を付している。 

 なお、比較表には、結論の背景の文案を含んでいない。 

 

本公開草案 監査委員会報告第 66 号等 

目 的 

1. 本適用指針は、繰延税金資産の回収可能性について、企業会計

審議会が平成 10 年 10 月に公表した「税効果会計に係る会計基準」

（以下「税効果会計基準」という。）を適用する際の指針を定める

ものである。 

（新 設） 

適用指針 
 

範 囲 （新 設） 

平成 27 年 5 月 26 日 



－2－ 

本公開草案 監査委員会報告第 66 号等 

2. 本適用指針は、税効果会計基準が適用される連結財務諸表及び

個別財務諸表について適用する。なお、次に示す会計基準、会計

基準適用指針、実務対応報告及び実務指針において、繰延税金資

産の回収可能性に係る具体的な取扱いが定められている場合、当

該取扱いが適用されることとなる。 

(1) 企業会計基準第 12 号「四半期財務諸表に関する会計基準」及

び企業会計基準適用指針第 14 号「四半期財務諸表に関する会計

基準の適用指針」に定められた四半期連結財務諸表及び四半期

個別財務諸表における繰延税金資産の回収可能性に係る取扱い

(2) 企業会計基準適用指針第 10 号「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」に定められた企業結合及び事

業分離に関連する繰延税金資産の回収可能性に係る取扱い 

(3) 実務対応報告第 5 号「連結納税制度を適用する場合の税効果

会計に関する当面の取扱い（その 1）」及び実務対応報告第 7 号

「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取

扱い（その 2）」に定められた連結納税制度を適用する場合の繰

延税金資産の回収可能性に係る取扱い 

(4) 日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第 11 号「中間財務

諸表等における税効果会計に関する実務指針」（以下「中間税効

果実務指針」という。）に定められた中間連結財務諸表及び中間

財務諸表における繰延税金資産の回収可能性に係る取扱い 
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用語の定義 

3. 本適用指針における用語の定義は次のとおりとする。 

（新 設） 

 

(1) 「法人税等」とは、法人税その他利益に関連する金額を課税

標準とする税金をいう。 

（新 設） 

(2) 「一時差異」とは、連結貸借対照表及び個別貸借対照表に計

上されている資産及び負債の金額と課税所得計算上の資産及び

負債の金額との差額をいう。 

 なお、一時差異及び税務上の繰越欠損金等を総称して「一時

差異等」という。税務上の繰越欠損金等には、繰越外国税額控

除や繰越可能な租税特別措置法上の法人税額の特別控除等が含

まれる。 

【個別税効果実務指針】第 11 項 

（一時差異に準ずるものの範囲） 

11. 将来の課税所得と相殺可能な繰越欠損金等については、一時差

異と同様に取り扱う（税効果会計基準（第二.一.4））。繰越欠損金

等には、繰越外国税額控除や繰越可能な租税特別措置法上の法人

税額の特別控除等が含まれる。一時差異及び一時差異と同じ税効

果を有する繰越欠損金等を総称して「一時差異等」という（税効

果会計基準（第二.一.4））。 

(3) 「将来減算一時差異」とは、一時差異のうち、当該一時差異

が解消する時にその期の課税所得を減額する効果を持つものを

いう。 

（新 設） 

(4) 「将来加算一時差異」とは、一時差異のうち、当該一時差異

が解消する時にその期の課税所得を増額する効果を持つものを

いう。 

（新 設） 

(5) 「スケジューリング不能な一時差異」とは、次のいずれかに

該当する、税務上の益金又は損金算入時期が明確でない一時差

異をいう。 

【66 号】４．第 1段落及び第 2段落の前半 

 一時差異は、通常、次の種類に区分できる。 
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① 一時差異のうち、将来の一定の事実が発生することによっ

て、税務上の益金又は損金算入の要件を充足することが見込

まれるもので、期末に将来の一定の事実の発生を見込めない

ことにより、税務上の益金又は損金算入の要件を充足するこ

とが見込まれないもの 

② 一時差異のうち、企業による将来の一定の行為の実施につ

いての意思決定又は実施計画等の存在により、税務上の益金

又は損金算入の要件を充足することが見込まれるもので、期

末に一定の行為の実施についての意思決定又は実施計画等が

存在していないことにより、税務上の益金又は損金算入の要

件を充足することが見込まれないもの 

 

① 将来の一定の事実が発生することによって、税務上損金又は益

金算入の要件を充足することが見込まれる一時差異 

 

 

 

② 会社による将来の一定の行為の実施についての意思決定又は

実施計画等の存在により、税務上損金又は益金算入の要件を充

足することが見込まれる一時差異 

 

 これらの一時差異について、期末に、将来の一定の事実の発生が

見込めないこと又は会社による将来の一定の行為の実施についての

意思決定又は実施計画等が存在しないことにより、税務上損金又は

益金算入の要件を充足することが見込めない場合には、当該一時差

異は、税務上の損金又は益金算入時期が明確でないため、スケジュ

ーリングが不能な一時差異となる。 

（以下 略） 

(6) 「スケジューリング可能な一時差異」とは、スケジューリン

グ不能な一時差異以外の一時差異をいう。 

（新 設） 

(7) 「課税所得」とは、法人税等に係る法令の規定に基づき算定

した各事業年度の所得の金額の計算上、当該事業年度の益金の

額が損金の額を超える場合におけるその超える部分の金額をい

う。 

（新 設） 
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(8) 「税務上の欠損金」とは、法人税等に係る法令の規定に基づ

き算定した各事業年度の所得の金額の計算上、当該事業年度の

損金の額が益金の額を超える場合におけるその超える部分の金

額をいう。 

 

（新 設） 

(9) 「一時差異等加減算前課税所得」とは、将来の事業年度にお

ける課税所得の見積額から、当該事業年度において解消するこ

とが見込まれる当期末に存在する将来加算（減算）一時差異の

額（及び該当する場合は、当該事業年度において控除すること

が見込まれる当期末に存在する税務上の繰越欠損金の額）を除

いた額をいう（[設例 1]）。 

【個別税効果実務指針】第 21 項最終段落 

21.（前 略） 

将来の課税所得の見積りに関して、本項で述べる課税所得とは、

当期末に存在する将来加算（減算）一時差異のうち、解消が見込

まれる各年度の解消額を加算（減算）する前及び当期末に存在す

る税務上の繰越欠損金を控除する前の繰越期間の各年度の所得見

積額である。 

 

繰延税金資産の計上 繰延税金資産及び繰延税金負債の計上 

 

 

4. 繰延税金資産又は繰延税金負債は、一時差異等に係る税金の額

から将来の会計期間において回収又は支払が見込まれない税金の

額を控除して計上しなければならない（税効果会計基準 第二 二

1）。 

 したがって、繰延税金資産として計上すべき金額は、将来の会

計期間における将来減算一時差異の解消又は税務上の繰越欠損金

【個別税効果実務指針】第 16 項 

（繰延税金資産及び繰延税金負債の計上額） 

16. 一時差異等に係る税金の額は、将来の会計期間において回収又

は支払が見込まれない税金の額を控除し、繰延税金資産又は繰延

税金負債として計上しなければならない（税効果会計基準（第二．

二．１））。すなわち、繰延税金資産又は繰延税金負債として計上

すべき金額は、将来の会計期間における一時差異の解消又は税務

上の繰越欠損金の課税所得との相殺及び繰越外国税額控除の余裕



－6－ 

本公開草案 監査委員会報告第 66 号等 

の一時差異等加減算前課税所得との相殺及び繰越外国税額控除の

余裕額の発生等に係る減額税金の見積額である。 

5. 将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産

については第 6項から第 46 項により、繰越外国税額控除に係る繰

延税金資産については第 47 項及び第 48 項により、回収可能性を

判断する。 

額の発生に係る減額税金又は増額税金の見積額である。 

 

（新 設） 

将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る

繰延税金資産 

繰延税金資産の回収可能性と控除額 

 

繰延税金資産の回収可能性の判断 

6. 将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産

の回収可能性は、次の(1)から(3)に基づいて、将来の税金負担額

を軽減する効果を有するかどうかを判断する。 

【個別税効果実務指針】第 21 項最終段落以外 

（回収可能性の判断要件） 

21. 第16項の将来減算一時差異に係る繰延税金資産から控除する金

額の決定に当たっては、当該資産の回収可能性（将来の税金負担

額を軽減する効果を有するかどうか）について十分に検討し、慎

重に決定しなければならない。 

繰延税金資産から控除するかどうかは、次の要件のいずれかを

満たしているかどうかにより判断する。この判断要件は、税務上

の繰越欠損金に係る繰延税金資産についても適用する。 

(1) 収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得 

① 将来減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性 

 将来減算一時差異の解消見込年度及びその解消見込年度を

基準として税務上の欠損金の繰戻し及び繰越しが認められる

(1) 収益力に基づく課税所得の十分性 

① 将来減算一時差異に係る税効果の認識 

将来減算一時差異の解消年度及びその解消年度を基準とし

て税務上認められる欠損金の繰戻し及び繰越しが可能な期間
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期間（以下「繰戻・繰越期間」という。）に、一時差異等加減

算前課税所得が生じる可能性が高いと見込まれるかどうか。

② 税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の回収可能性 

 税務上の繰越欠損金が生じた事業年度の翌期から繰越期限

切れとなるまでの期間（以下「繰越期間」という。）に、一時

差異等加減算前課税所得が生じる可能性が高いと見込まれる

かどうか。 

上記①の解消見込年度及び繰戻・繰越期間に、又は上記②の

繰越期間に、一時差異等加減算前課税所得が生じる可能性が高

いと見込まれるかどうかを判断するためには、過去の業績や納

税状況、将来の業績予測等を総合的に勘案し、将来の一時差異

等加減算前課税所得を合理的に見積る必要がある。 

（以下「繰戻・繰越期間」という。）に、課税所得が発生する

可能性が高いと見込まれること 

② 税務上の繰越欠損金に係る税効果の認識 

税務上の繰越欠損金の繰越期間に、課税所得が発生する可

能性が高いと見込まれること 

 

 

上記①の解消年度及び繰戻・繰越期間に、又は上記②の繰越

期間に、課税所得が発生する可能性が高いかどうかを判断する

ためには、過年度の納税状況及び将来の業績予測等を総合的に

勘案し、課税所得の額を合理的に見積もる必要がある。 

(2) タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所

得 

 将来減算一時差異の解消見込年度及び繰戻・繰越期間又は繰

越期間に、含み益のある固定資産又は有価証券を売却する等の

タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得

が生じる可能性が高いと見込まれるかどうか。 

(2) タックスプランニングの存在 

 

将来減算一時差異の解消年度及び繰戻・繰越期間又は繰越期

間に含み益のある固定資産又は有価証券を売却する等、課税所

得を発生させるようなタックスプランニングが存在すること 

(3) 将来加算一時差異 

① 将来減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性 

 将来減算一時差異の解消見込年度及び繰戻・繰越期間に、

将来加算一時差異が解消されると見込まれるかどうか。 

(3) 将来加算一時差異の十分性 

① 将来減算一時差異に係る税効果の認識 

将来減算一時差異の解消年度及び繰戻・繰越期間に将来加

算一時差異の解消が見込まれること 
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② 税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の回収可能性 

 繰越期間に税務上の繰越欠損金と相殺される将来加算一時

差異が解消されると見込まれるかどうか。 

② 税務上の繰越欠損金に係る税効果の認識 

繰越期間に税務上の繰越欠損金と相殺される将来加算一時

差異の解消が見込まれること 

 （以下 略） 

 

 

7. 将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産

は、第 6 項に従って回収可能性を判断した結果、当該将来減算一

時差異（複数の将来減算一時差異が存在する場合は、それらを合

計する。）及び税務上の繰越欠損金が将来の一時差異等加減算前課

税所得の見積額及び将来加算一時差異の解消見込額と相殺され、

税金負担額を軽減することができると認められる範囲内で計上す

るものとし、その範囲を超える額については控除しなければなら

ない（税効果会計基準 注解（注 5））。 

【個別税効果実務指針】第 22 項 

（繰延税金資産の計上限度額） 

22． 将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産

は、第 21 項(1)、(2)及び(3)の判断要件を考慮した結果、当該将

来減算一時差異（複数の将来減算一時差異が存在する場合には、

それらの合計）及び税務上の繰越欠損金が将来課税所得を減少さ

せ、税金負担額を軽減することができると認められる範囲内で計

上するものとし、その範囲を超える額については控除しなければ

ならない（税効果会計基準注解（注５））。 
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繰延税金資産の回収可能性の見直し 

8. 繰延税金資産から控除すべき金額は毎期見直し、第 6 項に従っ

て繰延税金資産の回収可能性を判断した結果、将来減算一時差異

及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資産の全部又は一部が将

来の税金負担額を軽減する効果を有さなくなったと判断された場

合、計上していた繰延税金資産のうち回収可能性がない金額を取

り崩す。 

  また、過年度に繰延税金資産から控除した金額を見直し、第 6

項に従って繰延税金資産の回収可能性を判断した結果、将来の税

金負担額を軽減する効果を有することになったと判断された場

合、回収が見込まれる金額を繰延税金資産として計上する。 

【個別税効果実務指針】第 23 項第 1段落及び第 2段落 

（繰延税金資産の回収可能性の見直し） 

23． 繰延税金資産から控除すべき金額は会社の毎決算日現在で見直

し、将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に係る繰延税金資

産の全部又は一部が第21項の判断要件を満たさなくなった場合に

は、計上されていた繰延税金資産のうち過大となった金額を取り

崩す。 

過年度に未計上であった繰延税金資産の回収見込額を見直した

結果、第21項の判断要件を満たすことになった場合には、回収さ

れると見込まれる金額まで新たに繰延税金資産を計上する。 

（以下 略） 

 

 
連結決算手続上生じた繰延税金資産の回収可能性 

9. 連結決算手続上生じた将来減算一時差異（未実現利益の消去に

係る将来減算一時差異を除く。）に係る繰延税金資産は、納税主体

ごとに各個別財務諸表における繰延税金資産（繰越外国税額控除

等に係る繰延税金資産を除く。）と合算し、第 6項に従って回収可

能性を判断し、第 7 項に従って連結財務諸表における計上の可否

及び計上額を決定する。また、繰延税金資産から控除すべき金額

の見直しを第 8項に従って毎期行う。 

連結手続上生じた繰延税金資産の回収可能性 

【連結税効果実務指針】第 41 項 

（連結手続上生じた繰延税金資産の回収可能性） 

41． 連結手続上生じた将来減算一時差異（未実現利益の消去に係る

将来減算一時差異を除く。）に係る税効果額は、各納税主体ごとに

個別貸借対照表上の繰延税金資産の計上額（繰越外国税額控除に

係る繰延税金資産を除く。）と合算し、個別税効果実務指針第21項

に定める回収可能性の判断要件及び個別税効果実務指針第22項に

従って繰延税金資産の連結貸借対照表への計上の可否及び計上額

を決定し、個別税効果実務指針第23項に従って、計上した繰延税
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  なお、第 6項(3)に定める将来加算一時差異に基づく回収可能性

の判断にあたっては、未実現損失の消去に係る将来加算一時差異

の解消見込額を含めないこととする。 

金資産の修正を行わなければならない。なお、個別税効果実務指

針第21項(3)に定める回収可能性の判断要件を適用するに当たり、

未実現損失の消去に係る将来加算一時差異の将来における解消見

込額を含めてはならない。 

 

繰延税金資産の回収可能性の見直しにより生じた差額 

10.  第 8項及び第9項また書きに従って繰延税金資産の回収可能性

を見直した場合に生じた差額は、次のいずれかの場合を除き、見

直しの対象となった年度における法人税等調整額に計上する。 

(1) 資産又は負債の評価替えにより生じた評価差額等をその他の

包括利益で認識した上で純資産の部のその他の包括利益累計額

に計上する場合、当該評価差額等に係る一時差異に関する繰延

税金資産の回収可能性の見直しにより生じた差額は、見直しの

対象となった年度におけるその他の包括利益で認識した上で純

資産の部のその他の包括利益累計額に計上する。 

(2) 資産又は負債の評価替えにより生じた評価差額等を直接純資

産の部に計上する場合、当該評価差額等に係る一時差異に関す

る繰延税金資産の回収可能性の見直しにより生じた差額は、見

直しの対象となった年度における純資産の部の評価・換算差額

等に直接計上する。 

【個別税効果実務指針】第 23 項第 3段落 

23．（前 略） 

 なお、回収可能性を見直した結果生じた繰延税金資産の修正差

額は、見直しの対象となった年度における損益計算書上の法人税

等調整額に加減する。ただし、資産又は負債の評価替えにより生

じた評価差額が直接純資産の部に計上されている場合における、

当該評価差額に係る繰延税金資産の修正差額（合理的に配分され

た繰延税金資産の修正差額を含む。）は、評価差額に加減して処理

する。 

 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関する手順 

【66 号】３． 

３．繰延税金資産の回収可能性の判断に関する手順 
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11.  第6項に従って繰延税金資産の回収可能性を判断する場合の具

体的な手順は、次のとおりとする。 

 

 

 

 

 

(1) 期末における将来減算一時差異の解消見込年度のスケジュー

リングを行う。 

(2) 期末における将来加算一時差異の解消見込年度のスケジュー

リングを行う。 

(3) 将来減算一時差異の解消見込額と将来加算一時差異の解消見

込額とを、解消見込年度ごとに相殺する。 

(4) (3)で相殺し切れなかった将来減算一時差異の解消見込額に

ついては、解消見込年度を基準として繰戻・繰越期間の将来加

算一時差異（(3)で相殺後）の解消見込額と相殺する。 

 

(5) (1)から(4)により相殺し切れなかった将来減算一時差異の解

消見込額を、将来の一時差異等加減算前課税所得の見積額（タ

ックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の

見積額を含む。）と解消見込年度ごとに相殺する。 

(6) (5)で相殺し切れなかった将来減算一時差異の解消見込額を、

 繰延税金資産の回収可能性の判断要件については、当協会の会計

制度委員会報告第 10 号「個別財務諸表における税効果会計に関する

実務指針」（以下「実務指針」という。）の第 21 項に示されており、

そこでは、収益力に基づく課税所得の十分性、タックスプランニン

グの存在及び将来加算一時差異の十分性により繰延税金資産の回収

可能性を判断することとされている。その判断要件の具体的適用手

順については、次のとおりとなる。 
① 期末における将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジ

ューリングを実施する。 

② 期末における将来加算一時差異の将来解消見込年度のスケジ

ューリングを実施する。 

③ 将来減算一時差異の解消見込額と将来加算一時差異の解消見

込額とを、各解消見込年度ごとに相殺する。 

④ ③で相殺し切れなかった将来減算一時差異の解消見込額につ

いては、その金額を解消見込年度を基に、その税務上認められ

る欠損金の繰戻及び繰越期間（以下｢繰戻・繰越期間｣という。）

内の将来加算一時差異（③で相殺後）の解消見込額と相殺する。 

⑤ 以上の手順によっても残る将来減算一時差異の解消見込額に

ついては、その金額を将来年度の課税所得の見積額（タックス

プランニングによる課税所得の発生見込額を含む。）と、解消見

込年度ごとに相殺する。 

⑥ ⑤で相殺し切れなかった将来減算一時差異の解消見込額につ
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解消見込年度を基準として繰戻・繰越期間の一時差異等加減算

前課税所得の見積額（(5)で相殺後）と相殺する。 

(7) (1)から(6)により相殺し切れなかった将来減算一時差異に係

る繰延税金資産の回収可能性はないものとし、繰延税金資産か

ら控除する。 

 

 

 

 

また、期末に税務上の繰越欠損金を有する場合、その繰越期間

にわたって、将来の課税所得の見積額（税務上の繰越欠損金控除

前）に基づき、税務上の繰越欠損金の控除見込年度及び控除見込

額のスケジューリングを行い、回収が見込まれる金額を繰延税金

資産として計上する。 

12.  将来加算一時差異が重要でない企業の場合、繰延税金資産の回

収可能性を判断するにあたって、第 11 項(3)から(7)に従った方法

によるほか、事業年度ごとに一時差異等加減算前課税所得の見積

額及び将来加算一時差異の解消見込額を合計して、将来減算一時

差異の事業年度ごとの解消見込額と比較し、判断することができ

る。 

いては、その金額を解消見込年度を基に、その繰戻・繰越期間

内の課税所得の見積額（⑤で相殺後）と相殺する。 

⑦ 以上①から⑥の手続の結果、相殺し切れなかった将来減算一時

差異に係る繰延税金資産については、その回収可能性がないと

判断され、繰延税金資産から控除されることとなる。 

 我が国においては、将来加算一時差異の金額が将来減算一時差異

の金額を下回るケースが多いことが見込まれるため、繰延税金資産

の回収可能性を判断する上では、前述⑤及び⑥における課税所得の

見積額の妥当性の判断が重要となる。 

 また、期末に税務上の繰越欠損金がある場合は、その繰越期間内

にわたって将来加算一時差異の解消見込額及び課税所得の見積額を

限度として、それに係る繰延税金資産を計上することとなるが、こ

の場合も将来減算一時差異と同様に課税所得の見積額による回収可

能性の判断が重要となる。 

 なお、将来加算一時差異が重要でない会社の場合には、繰延税金

の回収可能性を判断するに当たって、前述③から⑦の手順に従った

方法によるほか、各年度ごとに、将来加算一時差異の解消見込額と

課税所得の見積額を合計して、将来減算一時差異の各年度の解消見

込額と比較し、判断することも、実務上は妥当なものとして取り扱

う。 
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スケジューリング不能な一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性

に関する取扱い 

【66 号】４．第 2段落の第 2文以降 

４．スケジューリングが不能な一時差異に係る繰延税金資

産の回収可能性に関する判断指針 

 

13.  スケジューリング不能な一時差異のうち、将来減算一時差異に

ついては、原則として、税務上の損金算入時期が明確となった時

点で、回収可能性を判断し、繰延税金資産を計上する。ただし、

期末において税務上の損金算入時期が明確でない将来減算一時差

異のうち、例えば、貸倒引当金等のように、将来発生が見込まれ

る損失を見積ったものであるが、その損失の発生時期を個別に特

定し、スケジューリングすることが実務上困難なものは、過去の

損金算入実績に将来の合理的な予測を加味した方法等によりスケ

ジューリングが行われている限り、スケジューリング不能な一時

差異とは取り扱わない。 

14.  スケジューリング不能な一時差異のうち、将来加算一時差異に

ついては、将来減算一時差異の解消見込年度との対応ができない

ため、繰延税金資産の回収可能性の判断にあたって、当該将来加

算一時差異を将来減算一時差異と相殺することはできない。ただ

し、固定資産圧縮積立金等の将来加算一時差異は、企業が必要に

応じて当該積立金等を取り崩す旨の意思決定を行う場合、将来減

算一時差異と相殺することができるものとする。 

（前 略） 

このようなスケジューリングが不能な一時差異のうち、将来減算

一時差異については、原則として、税務上の損金算入時期が明確と

なった時点で、その回収可能性の判断に基づき繰延税金資産を計上

できるものとする。ただし、期末において損金算入時期が明確でな

い将来減算一時差異についても、例えば、貸倒引当金等のように、

将来発生が見込まれる損失を合理的に見積ったものであるが、その

損失の発生時期を個別に特定し、スケジューリングすることが実務

上困難な場合には、過去の損金算入実績に将来の合理的な予測を加

味した方法等により、合理的にスケジューリングが行われている限

り、スケジューリングが不能な一時差異とは取り扱わない。 

 また、将来解消見込年度のスケジューリングが不能な将来加算一

時差異については、将来減算一時差異の解消見込年度との対応がで

きないため、繰延税金資産の回収可能性の判断に当たって、当該将

来加算一時差異を将来減算一時差異と相殺できないことに留意する

必要がある。ただし、固定資産圧縮積立金等の将来加算一時差異は、

会社が必要に応じて当該積立金等を取り崩す旨の意思決定を行え

ば、将来減算一時差異と相殺することが可能となる。 
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将来の一時差異等加減算前課税所得の見積額による繰延税

金資産の回収可能性に関する取扱い 

【66 号】５．及び５．(1) 

５．将来年度の課税所得の見積額による繰延税金資産の回

収可能性の判断指針 

企業の分類に応じた繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い 

15.  収益力に基づく一時差異等加減算前課税所得等に基づいて繰

延税金資産の回収可能性を判断する際に（第 6 項参照）、第 16 項

から第 32 項に従って、要件に基づき企業を分類し、当該分類に応

じて、回収が見込まれる繰延税金資産の計上額を決定する。 

16.  なお、第 17 項、第 19 項、第 22 項、第 26 項及び第 30 項に示

された要件をいずれも満たさない企業は、過去の課税所得又は税

務上の欠損金の推移、当期の課税所得又は税務上の欠損金の見込

み、将来の一時差異等加減算前課税所得の見込み等を総合的に勘

案し、各分類の要件からの乖離度合いが最も小さいと判断される

ものに分類する。 

 

 

 前述したとおり、我が国においては、将来減算一時差異及び税務

上の繰越欠損金等に係る繰延税金資産の回収可能性は、多くの場合、

将来年度の会社の収益力に基づく課税所得によって判断することに

なる。しかしながら、将来年度の会社の収益力を客観的に判断する

ことは実務上困難な場合が多い。そこで、本報告では、会社の過去

の業績等の状況を主たる判断基準として、将来年度の課税所得の見

積額による繰延税金資産の回収可能性を判断する場合の指針を示す

こととした。 

(1) 将来年度の課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性

を過去の業績等に基づいて行う場合の判断指針 

過去の業績等に基づいて、将来年度の課税所得の見積額による

繰延税金資産の回収可能性を判断する指針としては、以下の例示

区分に応じた取扱いによるものとする。ただし、それぞれの例示

区分に直接該当しない場合であっても、それぞれの例示区分の趣

旨を斟酌し、会社の実態に応じて、それぞれの例示区分に準じた

判断を行う必要がある。 

 

 

（（分類 1）に該当する企業の取扱い） 

【66 号】５．(1)① 

① 期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎
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17.  次の要件をいずれも満たす企業は、（分類 1）に該当する。 

(1) 過去（3年）及び当期のすべての事業年度において、期末にお

ける将来減算一時差異を十分に上回る課税所得が生じている。

(2) 当期末において、経営環境に著しい変化がない。 

 

 

18.  （分類 1）に該当する企業においては、繰延税金資産の全額に

ついて回収可能性があるものとする。また、スケジューリング不

能な将来減算一時差異に係る繰延税金資産についても回収可能性

があるものとする。 

 

期計上している会社等 

期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎

期（当期及びおおむね過去３年以上）計上している会社等で、

その経営環境に著しい変化がない場合には、通常、当該会社が、

将来においても一定水準の課税所得を発生させることが可能で

あると予測できる。したがって、そのような会社については、

一般的に、繰延税金資産の全額について、その回収可能性があ

ると判断できる。なお、この場合には、前述４．のスケジュー

リングが不能な将来減算一時差異についても、将来スケジュー

リングが可能となった時点で課税所得が発生する蓋然性が高い

ため、当該将来減算一時差異に係る繰延税金資産については回

収可能性があると判断できるものとする。 

 

（（分類 2）に該当する企業の取扱い） 

19.  次の要件をいずれも満たす企業は、（分類 2）に該当する。 

(1) 過去（3年）及び当期のすべての事業年度において、臨時的な

原因により生じたものを除いた課税所得が、期末における将来

減算一時差異を下回るものの、安定的に生じている。 

(2) 当期末において、経営環境に著しい変化がない。 

(3) 過去（3年）及び当期のいずれの事業年度においても重要な税

務上の欠損金が生じていない。 

【66 号】５．(1)② 

② 業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異を十分

に上回るほどの課税所得がない会社等 

過去の業績が安定している会社等の場合、すなわち、当期及

び過去（おおむね３年以上）連続してある程度の経常的な利益

を計上しているような会社の場合には、通常、将来においても

同水準の課税所得の発生が見込まれる。したがって、そのよう

な会社については、一時差異等のスケジューリングの結果に基

づき、それに係る繰延税金資産を計上している場合には、当該

繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものとする。 
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20.  （分類 2）に該当する企業においては、一時差異等のスケジュ

ーリングの結果、繰延税金資産を見積る場合、当該繰延税金資産

は回収可能性があるものとする。 

21.  なお、（分類 2）に該当する企業においては、原則として、スケ

ジューリング不能な将来減算一時差異に係る繰延税金資産につい

て、回収可能性がないものとする。ただし、スケジューリング不

能な将来減算一時差異のうち、税務上の損金算入時期が個別に特

定できないが将来のいずれかの時点で損金算入される可能性が高

いと見込まれるものについて、当該将来のいずれかの時点で回収

できることを合理的に説明できる場合、当該スケジューリング不

能な将来減算一時差異に係る繰延税金資産は回収可能性があるも

のとする。 

 

 

（（分類 3）に該当する企業の取扱い） 

22.  次の要件をいずれも満たす企業は、第 26 項(2)又は(3)の要件

を満たす場合を除き、（分類 3）に該当する。 

(1) 過去（3年）及び当期において、臨時的な原因により生じたも

のを除いた課税所得が大きく増減している。 

(2) 過去（3年）及び当期のいずれの事業年度においても重要な税

務上の欠損金が生じていない。 

23.  （分類 3）に該当する企業においては、将来の合理的な見積可

【66 号】５．(1)③ 

③ 業績が不安定であり、期末における将来減算一時差異を十分に

上回るほどの課税所得がない会社等 

過去の業績が不安定な会社等の場合、すなわち、過去の経常

的な損益が大きく増減しているような会社の場合には、通常、

過去の業績等により長期にわたり安定的な課税所得の発生を予

測することができない。したがって、そのような会社について

は、将来の合理的な見積可能期間（おおむね５年）内の課税所

得の見積額を限度として、当該期間内の一時差異等のスケジュ
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能期間（おおむね 5 年）以内の一時差異等加減算前課税所得の見

積額に基づいて、当該見積可能期間の一時差異等のスケジューリ

ングの結果、繰延税金資産を見積る場合、当該繰延税金資産は回

収可能性があるものとする。 

24.  第 23 項にかかわらず、（分類 3）に該当する企業においては、

臨時的な原因により生じたものを除いた課税所得が大きく増減し

ている原因、中長期計画、過去における中長期計画の達成状況、

過去（3年）及び当期の課税所得の推移等を勘案して、5年を超え

る見積可能期間においてスケジューリングされた一時差異等に係

る繰延税金資産が回収可能であることを合理的に説明できる場

合、当該繰延税金資産は回収可能性があるものとする。 

なお、ここでいう中長期計画は、おおむね 3 年から 5 年の計画

を想定している（第 28 項、第 29 項及び第 32 項において同じ。）。

ーリングの結果に基づき、それに係る繰延税金資産を計上して

いる場合には、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断で

きるものとする。 

 

 

 

25.  将来の合理的な見積可能期間は、個々の企業の業績予測期間、

業績予測能力、当該企業の置かれている経営環境等を勘案した結

果、5年以内のより短い期間となる場合がある。その場合、当該期

間を合理的な見積可能期間とする。 

【66 号】５．(3)第 3 段落 

(3) 将来年度の課税所得を合理的に見積る際の留意事項 

（前 略） 

また、将来の課税所得の合理的な見積可能期間（おおむね５年）

は、個々の会社の業績予測期間、業績予測能力、会社の置かれて

いる経営環境等を勘案した結果、５年以内のより短い期間となる

場合がある。その場合には、この短い期間を合理的な見積可能期

間とする必要があることに留意する。 
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（（分類 4）に該当する企業の取扱い） 

26.  次のいずれかの要件を満たし、かつ、翌期において一時差異等

加減算前課税所得が生じることが見込まれる企業は、（分類 4）に

該当する。 

(1) 過去（3年）又は当期において、重要な税務上の欠損金が生じ

ている。 

(2) 過去（3年）において、重要な税務上の欠損金の繰越期限切れ

となった事実がある。 

(3) 当期末において、重要な税務上の欠損金の繰越期限切れが見

込まれる。 

27.  （分類 4）に該当する企業においては、翌期の一時差異等加減

算前課税所得の見積額に基づいて、翌期の一時差異等のスケジュ

ーリングの結果、繰延税金資産を見積る場合、当該繰延税金資産

は回収可能性があるものとする。 

 
28.  第 27項にかかわらず、第26項の要件を満たす企業においては、

重要な税務上の欠損金が生じた原因、中長期計画、過去における

中長期計画の達成状況、過去（3年）及び当期の課税所得又は税務

上の欠損金の推移等を勘案して、将来の一時差異等加減算前課税

所得を見積る場合、将来において 5 年超にわたり一時差異等加減

算前課税所得が安定的に生じることが合理的に説明できるときは

【66 号】５．(1)④ 

④ 重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社等 

期末において重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社、過

去（おおむね３年以内）に重要な税務上の欠損金の繰越期限切

れとなった事実があった会社、又は当期末において重要な税務

上の欠損金の繰越期限切れが見込まれる会社の場合には、通常、

将来の課税所得の発生を合理的に見積ることは困難と判断され

る。したがって、そのような会社については、原則として、翌

期に課税所得の発生が確実に見込まれる場合で、かつ、その範

囲内で翌期の一時差異等のスケジューリングの結果に基づき、

それに係る繰延税金資産を計上している場合には、当該繰延税

金資産は回収可能性があると判断できるものとする。 

また、過去の経常的な利益水準を大きく上回る将来減算一時

差異が期末に存在する会社について、翌期末において重要な税

務上の繰越欠損金の発生が見込まれる場合には、期末において

重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社と同様に取り扱うこ

ととする。 

ただし、前述の場合においても、重要な税務上の繰越欠損金

や過去の経常的な利益水準を大きく上回る将来減算一時差異

が、例えば、事業のリストラクチャリングや法令等の改正など

による非経常的な特別の原因により発生したものであり、それ

を除けば課税所得を毎期計上している会社の場合には、将来の



－19－ 

本公開草案 監査委員会報告第 66 号等 

（分類 2）に該当するものとして取り扱い、第 20 項及び第 21 項の

定めに従って繰延税金資産を見積る場合、当該繰延税金資産は回

収可能性があるものとする。 

29.  また、第 27 項にかかわらず、第 26 項の要件を満たす企業にお

いては、重要な税務上の欠損金が生じた原因、中長期計画、過去

における中長期計画の達成状況、過去（3年）及び当期の課税所得

又は税務上の欠損金の推移等を勘案して、将来の一時差異等加減

算前課税所得を見積る場合、将来においておおむね 3 年から 5 年

程度は一時差異等加減算前課税所得が生じることが合理的に説明

できるときは（分類 3）に該当するものとして取り扱い、第 23 項

の定めに従って繰延税金資産を見積る場合、当該繰延税金資産は

回収可能性があるものとする。 

合理的な見積可能期間（おおむね５年）内の課税所得の見積額

を限度として、当該期間内の一時差異等のスケジューリングの

結果に基づき、それに係る繰延税金資産を計上している場合に

は、当該繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものと

する。 

 

 

（（分類 5）に該当する企業の取扱い） 

30.  次の要件をいずれも満たす企業は、（分類 5）に該当する。 

(1) 過去（3年）及び当期のすべての事業年度において、重要な税

務上の欠損金が生じている。 

(2) 翌期においても重要な税務上の欠損金が生じることが見込ま

れる。 

 

31.  （分類 5）に該当する企業においては、原則として、繰延税金

【66 号】５．(1)⑤ 

⑤ 過去連続して重要な税務上の欠損金を計上している会社等 

過去(おおむね３年以上)連続して重要な税務上の欠損金を計

上している会社で、かつ、当期も重要な税務上の欠損金の計上

が見込まれる会社の場合には、通常、将来の課税所得の発生を

合理的に見積ることができないと判断される。したがって、そ

のような会社については、原則として、将来減算一時差異及び

税務上の繰越欠損金等に係る繰延税金資産の回収可能性はない

ものと判断する。 
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資産の回収可能性はないものとする。 

 

また、債務超過の状況にある会社や資本の欠損の状況が長期

にわたっている会社で、かつ、短期間に当該状況の解消が見込

まれない場合には、これと同様に取り扱うものとする。 

 
 

将来の課税所得の見積り 

32.  第 26 項、第 28 項、第 29 項及び第 30 項に従って企業を分類す

る場合、並びに第 20 項、第 23 項、第 24 項及び第 27 項に従って

繰延税金資産の計上額を見積る場合、合理的な仮定に基づく業績

予測によって、将来の課税所得又は税務上の欠損金を見積ること

となる。具体的には、業績予測の前提となった数値を、経営環境

等の企業の外部要因に関する情報や企業が用いている内部の情報

（過去における中長期計画の達成状況、予算やその修正資料、業

績評価の基礎データ、売上見込み、取締役会資料を含む。）と整合

的に修正し、課税所得又は税務上の欠損金を見積る。なお、業績

予測は、中長期計画、事業計画又は予算編成の一部等その呼称は

問わない。 

 

 

【66 号】５．(3)第 1 段落及び第 2段落 

(3) 将来年度の課税所得を合理的に見積る際の留意事項 

収益力に基づく課税所得の十分性を根拠に繰延税金資産を計上

する場合は、会社によって将来の業績予測が作成されていなけれ

ばならない。将来の業績予測は、事業計画や経営計画又は予算編

成の一部等その呼称は問わないが、原則として、取締役会や常務

会等（以下｢取締役会等｣という。）の承認を得たものであることが

必要である。ただし、取締役会等の承認を得たものであっても、

会社の現状の収益力等を勘案し、明らかに合理性を欠く業績予測

であると認められる場合には、適宜その修正を行った上で課税所

得を見積る必要があることに留意する。 

なお、会社による将来年度の課税所得の見積額の妥当性の検証

に際しては,当協会の監査基準委員会報告書第13号（中間報告）｢会

計上の見積りの監査｣に準拠して、その合理性を確かめる必要があ

る。 

（以下 略） 

タックス・プランニングの実現可能性に関する取扱い ６．タックスプランニングの実現可能性に関する判断指針 
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タックス・プランニングに係る実現可能性の前提 

 

 

 

 

33.  第 6 項(2)に定めるタックス・プランニングに基づく一時差異

等加減算前課税所得の見積額により繰延税金資産の回収可能性を

判断する場合、資産の含み益等の実現可能性を考慮する。具体的

には、当該資産の売却等に係る意思決定の有無、実行可能性及び

売却される当該資産の含み益等に係る金額の妥当性を考慮する。

【66 号】６．(1) 

(1) タックスプランニングに係る実現可能性の前提 

「実務指針」の第21項(2)では、「将来減算一時差異の解消年度

及び繰戻･繰越期間又は繰越期間に含み益のある固定資産又は有

価証券を売却する等、課税所得を発生させるようなタックスプラ

ンニングが存在すること」が繰延税金資産の回収可能性の判断要

件として掲げられている。タックスプランニングに基づいて繰延

税金資産の回収可能性を判断する場合には、資産の含み益等の実

現可能性を判断することが必要である。 

資産の含み益等の実現可能性を判断するに当たっては、当該資

産の売却等に係る会社としての意思決定の有無及び実行可能性、

並びに売却される当該資産の含み益等に係る金額の妥当性を検討

する必要がある。 

 

資産の含み益等の実現可能性に関する取扱い 

34.  タックス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得

の見積額は、将来の一時差異等加減算前課税所得の見積額を構成

するため、第 15 項から第 32 項に従って判断した分類に応じて、

次のように取り扱う。 

 

(1) （分類 1）に該当する企業においては、タックス・プランニン

グに基づく一時差異等加減算前課税所得の見積額を、将来の一

【66 号】６．(2) 

(2) 資産の含み益等の実現可能性に係る監査上の判断 

タックスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額は、将

来の課税所得の見積額を構成するため、前述５．(1) 将来年度の

課税所得の見積額による繰延税金資産の回収可能性を過去の業績

等に基づいて行う場合の判断指針における例示区分に対応し、そ

れぞれ以下のように取り扱う。 

① 期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎

期計上している会社等 
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時差異等加減算前課税所得の見積額に織り込んで繰延税金資産

の回収可能性を考慮する必要はない。 

 

 

 

(2) （分類 2）に該当する企業（第 28 項に従って（分類 2）に該

当するものとして取り扱われる企業を含む。）においては、次の

①及び②をいずれも満たす場合、タックス・プランニングに基

づく一時差異等加減算前課税所得の見積額を、将来の一時差異

等加減算前課税所得の見積額に織り込むことができるものとす

る。 

① 資産の売却等に係る意思決定の有無及び実行可能性 

 資産の売却等に係る意思決定が、事業計画や方針等で明確

となっており、かつ、資産の売却等に経済的合理性があり、

実行可能である場合 

② 売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性 

 売却される資産の含み益等に係る金額が、契約等で確定し

ている場合又は契約等で確定していない場合でも、例えば、

有価証券については期末の時価、不動産については期末前お

およそ 1 年以内の不動産鑑定評価額等の公正な評価額によっ

ている場合 

 

期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎

期計上している会社の場合には、一般的には、タックスプラン

ニングに基づいた課税所得の発生見込額を将来の課税所得の見

積額に織り込んで繰延税金資産の回収可能性を判断する必要は

ない。 

② 業績は安定しているが、期末における将来減算一時差異を十分

に上回るほどの課税所得がない会社等 

以下の(ｱ)及び(ｲ)を満たす場合は、タックスプランニングに

基づいた課税所得の発生見込額を、将来の課税所得の見積額に

織り込むことができるものとする。 

 

(ｱ) 資産の売却等に係る意思決定の有無及び実行可能性 

 資産の売却等に係る意思決定が、取締役会等で承認された

事業計画や方針等で明確となっており、かつ、資産の売却等

に経済的合理性があり、実行可能である場合 

(ｲ) 売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性 

 売却される資産の含み益等に係る金額が、契約等で確定し

ている場合又は契約等で確定していない場合でも、例えば、

有価証券については期末の時価、不動産については期末前お

およそ１年以内の不動産鑑定評価額等の公正な時価によって

いる場合 
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(3) （分類 3）に該当する企業（第 29 項に従って（分類 3）に該

当するものとして取り扱われる企業を含む。）においては、次の

①及び②をいずれも満たす場合、タックス・プランニングに基

づく一時差異等加減算前課税所得の見積額を、将来の合理的な

見積可能期間（おおむね 5年）又は第 24 項に従って繰延税金資

産を見積る企業においては 5 年を超える見積可能期間の一時差

異等加減算前課税所得の見積額に織り込むことができるものと

する。 

① 資産の売却等に係る意思決定の有無及び実行可能性 

 将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5年）又は第 24 項

に従って繰延税金資産を見積る企業においては 5 年を超える

見積可能期間に資産を売却する等の意思決定が事業計画や方

針等で明確となっており、かつ、資産の売却等に経済的合理

性があり、実行可能である場合 

② 売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性 

 (2)②と同様の場合 

(4) （分類 4）に該当する企業（第 28 項に従って（分類 2）に該

当するものとして取り扱われる企業及び第 29 項に従って（分類

3）に該当するものとして取り扱われる企業を除く。）において

は、原則として、次の①及び②をいずれも満たす場合、タック

ス・プランニングに基づく一時差異等加減算前課税所得の見積

額を、翌期の一時差異等加減算前課税所得の見積額に織り込む

③ 業績が不安定であり、期末における将来減算一時差異を十分に

上回るほどの課税所得がない会社等 

以下の(ｱ)及び(ｲ)を満たす場合は、タックスプランニングに

基づいた課税所得の発生見込額を、将来の合理的な見積可能期

間（おおむね５年）内の課税所得の見積額に織り込むことがで

きるものとする。 

(ｱ) 資産の売却等に係る意思決定の有無及び実行可能性 

将来の合理的な見積可能期間（おおむね５年）内に資産の

売却等を行うという意思決定が、取締役会等で承認された事

業計画や方針等で明確となっており、かつ、資産の売却等に

経済的合理性があり、実行可能である場合 

(ｲ) 売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性 

前述②(ｲ)と同様の場合 

 

 

 

④ 重要な税務上の繰越欠損金が存在する会社等 

原則として、以下の(ｱ)及び(ｲ)を満たす場合には、タックス

プランニングに基づいた課税所得の発生見込額を翌期の課税所

得の見積額として織り込むことができるものとする。 

(ｱ) 資産の売却等に係る意思決定の有無及び実行可能性 

売却等に係る意思決定が、取締役会等の承認、決裁権限者
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ことができるものとする。 

① 資産の売却等に係る意思決定の有無及び実行可能性 

 資産の売却等に係る意思決定が、取締役会等の承認、決裁

権限者による決裁又は契約等で明確となっており、確実に実

行されると見込まれる場合 

② 売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性 

 (2)②と同様の場合 

 

(5) （分類 5）に該当する企業においては、原則として、繰延税金

資産の回収可能性の判断にタックス・プランニングに基づく一

時差異等加減算前課税所得の見積額を織り込むことはできない

ものとする。ただし、税務上の繰越欠損金を十分に上回るほど

の資産の含み益等を有しており、かつ、(4)①及び②をいずれも

満たす場合、タックス・プランニングに基づく一時差異等加減

算前課税所得の見積額を、翌期の一時差異等加減算前課税所得

の見積額として織り込むことができるものとする。 

による決裁又は契約等で明確となっており、確実に実行され

ると見込まれる場合 

(ｲ) 売却される資産の含み益等に係る金額の妥当性 

前述②(ｲ)と同様の場合 

ただし、重要な税務上の繰越欠損金等が非経常的な特別の原

因により発生したものであり、それを除けば課税所得を毎期計

上している会社の場合には、前述③と同様に取り扱うこととす

る。 

⑤ 過去連続して重要な税務上の欠損金を計上している会社等 

原則として、繰延税金資産の回収可能性をタックスプランニ

ングに基づいて判断することはできないものとする。ただし、

税務上の繰越欠損金を十分に上回るほどの資産の含み益等を有

しており、かつ、前述④の(ｱ)及び(ｲ)を満たす場合にのみ、タ

ックスプランニングに基づいた課税所得の発生見込額を翌期の

課税所得の見積額として織り込むことができるものとする。 

各項目における一時差異の取扱い 
 

 

解消見込年度が長期にわたる将来減算一時差異の取扱い 

35.  退職給付引当金や建物の減価償却超過額に係る将来減算一時

差異のように、スケジューリングの結果、その解消見込年度が長

【66 号】５．(2) 

(2) 将来解消見込年度が長期にわたる将来減算一時差異の取扱い 

退職給与引当金（退職給付引当金）や建物の減価償却超過額に

係る将来減算一時差異のように、スケジューリングの結果、その
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期にわたる将来減算一時差異は、企業が継続する限り、長期にわ

たるが将来解消され、将来の税金負担額を軽減する効果を有する。

これらの将来減算一時差異に関しては、第 15 項から第 32 項に従

って判断した分類に応じて、次のように取り扱う。 

(1) （分類 1）及び（分類 2）に該当する企業（第 28 項に従って

（分類 2）に該当するものとして取り扱われる企業を含む。）に

おいては、当該将来減算一時差異に係る繰延税金資産は回収可

能性があると判断できるものとする。 

(2) （分類 3）に該当する企業（第 29 項に従って（分類 3）に該

当するものとして取り扱われる企業を含む。）においては、将来

の合理的な見積可能期間（おおむね 5 年）において当該将来減

算一時差異のスケジューリングを行った上で、当該見積可能期

間を超えた期間であっても、当期末における当該将来減算一時

差異の最終解消見込年度までに解消されると見込まれる将来減

算一時差異に係る繰延税金資産は回収可能性があると判断でき

るものとする。 

(3) （分類 4）に該当する企業（第 28 項に従って（分類 2）に該

当するものとして取り扱われる企業及び第 29 項に従って（分類

3）に該当するものとして取り扱われる企業を除く。）において

は、第 27 項と同様に、翌期に解消される将来減算一時差異に係

る繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものとする。

(4) （分類 5）に該当する企業においては、原則として、当該将来

将来解消年度が長期となる将来減算一時差異については、企業が

継続する限り、長期にわたるが将来解消され、将来の税金負担額

を軽減する効果を有する。これらの将来減算一時差異に関しては、

前述(1)の例示区分に応じ以下のように取り扱う。 

①及び②の会社の場合には、当該将来減算一時差異に係る繰延

税金資産について、その回収可能性があると判断できるものとす

る。 

③及び④のただし書の会社の場合には、通常、合理的な見積り

可能期間とされる期間（おおむね５年）を超えた年度であっても、

当期末における当該一時差異の最終解消年度までに解消されると

見込まれる将来減算一時差異に係る繰延税金資産については、そ

の回収可能性があると判断できるものとする。 

④（ただし書の場合を除く。）の会社の場合には、前述(1)④と

同様に、翌期における解消額について、当該将来減算一時差異に

係る繰延税金資産については、その回収可能性があると判断でき

るものとする。 

⑤の会社の場合には、原則として、当該将来減算一時差異に係

る繰延税金資産について、その回収可能性はないものと判断する。

また、債務超過の状況にある会社や資本の欠損の状況が長期にわ

たっている会社で、かつ、短期間に当該状況の解消が見込まれな

い場合にも、これと同様に取り扱うものとする。 
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減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性はないものとす

る。 

固定資産の減損損失に係る将来減算一時差異の取扱い 

 

 
36.  固定資産の減損損失に係る将来減算一時差異の解消見込年度

のスケジューリングは、償却資産と非償却資産ではその性格が異

なるため、次のように取り扱う。 

Ⅱ 固定資産の減損損失 

【70 号】Ⅱ２． 

２．スケジューリングの可能性の判定 

 固定資産の減損損失に係る将来減算一時差異についての繰延税金

資産の回収可能性は、報告第66号によって判断することになるため、

当該将来減算一時差異の解消時期について、スケジューリング可能

な一時差異であるか、スケジューリング不能な一時差異であるかの

判定を行わなければならない。スケジューリング不能な一時差異と

判定されたものについては、報告第66号の５．(1)①（分類１）の会

社等の場合を除き回収可能性はないものと判断することになる。 

 スケジューリングの可能性の判定に当たっては、減損損失の対象

となった固定資産の状態、すなわち、現在及び将来の使用・遊休・

処分の状況及び見込みに基づきその判定が行われることになるが、

ひとしく固定資産であっても、償却資産と非償却資産ではその性格

が異なるため、監査上、以下のように取り扱うものとする。 

(1) 償却資産 

 償却資産の減損損失に係る将来減算一時差異は、減価償却計

算を通して解消されることから、スケジューリング可能な一時

差異として取り扱う。 

(1) 償却資産 

償却資産とは、減価償却計算による費用化を予定している固定

資産であり、例えば、建物や機械装置などの有形償却資産、のれ

ん（営業権）や自社利用のソフトウェアなどの無形償却資産等が
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 また、償却資産の減損損失に係る将来減算一時差異について

は、第 35 項に定める解消見込年度が長期にわたる将来減算一時

差異の取扱いを適用しないものとする。 

考えられる。償却資産に係る将来減算一時差異は、通常、減価償

却計算を通して解消されることから、スケジューリング可能な一

時差異と考えられる。また、固定資産に計上されていないリース

資産について減損処理が行われた場合には、当該減損額見合いの

貸方科目としては「リース資産減損勘定」等の科目が用いられる

が、その定額法による取崩額についても同様にスケジューリング

可能なものと考えることができる（適用指針第60項、第68項及び

第143項参照）。 

なお、減損損失は、その本質が減価償却とは異なる性質のもの

であり、臨時性が極めて高く、かつ、金額も巨額になる可能性が

高いことから、減損損失に係る将来減算一時差異については、報

告第66号の５「(2) 将来解消見込年度が長期にわたる将来減算一

時差異の取扱い」にいう建物の減価償却超過額に係る将来減算一

時差異と同様な取扱いを適用しないものとする。 

また、減価償却計算の基礎である耐用年数の終了を待たずに処

分が予定されている場合は、当該処分予定に基づいてスケジュー

リングすることになる。 

(2) 非償却資産 

 土地等の非償却資産の減損損失に係る将来減算一時差異は、

売却等に係る意思決定又は実施計画等がない場合、スケジュー

リング不能な一時差異として取り扱う。 

 

(2) 非償却資産 

非償却資産とは、減価償却計算による費用化を予定しない固定

資産であり、例えば土地等である。土地等の非償却資産に係る将

来減算一時差異のスケジューリングは、売却処分等の予定がある

場合はそれによることになるが、例えば、工場用地として現に使
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用中であるような場合は、通常、スケジューリングが困難な場合

が多い。したがって、スケジューリング不能な一時差異と判定さ

れる可能性が高いので留意が必要である。 

なお、「土地の再評価に関する法律」により再評価を行い、「再

評価に係る繰延税金資産」を計上している土地について減損損失

を計上した場合は、適用指針第64項及び第146項に記載されている

とおり、減損処理を行った部分に係る土地再評価差額金は取り崩

すこととなるため、この取崩しに伴い、当該土地に係る「再評価

に係る繰延税金資産」を全額取り崩すことになる。土地再評価に

係る繰延税金資産については、日本公認会計士協会リサーチ・セ

ンター審理情報［No．９］「改正土地再評価法に関するＱ＆Ａ」の

Ｑ７において、再評価差額に係る繰延税金の計算は、「個別財務諸

表における税効果会計に関する実務指針」に準拠すること、及び

Ｑ８において、「…通常の繰延税金資産と同様に回収可能性を検討

し、慎重に決定する必要があります。」とされている。当該再評価

土地の減損損失に係る繰延税金資産についても引き続き報告第66

号に従い、その回収可能性を判断することになるので留意が必要

である。 

 
役員退職慰労引当金に係る将来減算一時差異の取扱い 

 

 

【税効果 Q&A】Ｑ１Ａ 適用に当たっての留意点 第 4段落以降 

Ｑ１： 繰延税金資産の回収可能性はどのように判断するのです

か。 
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37.  役員退職慰労引当金に係る将来減算一時差異は、役員在任期間

の実績や内規等に基づいて役員の退任時期を合理的に見込む方法

等によりスケジューリングが行われている場合は、スケジューリ

ングの結果に基づいて繰延税金資産の回収可能性を判断する（第

13 項ただし書き参照）。 

 一方、スケジューリングが行われていない場合は、役員退職慰

労引当金に係る将来減算一時差異は、スケジューリング不能な将

来減算一時差異として取り扱う。なお、（分類 2）に該当する企業

においては、当該スケジューリング不能な将来減算一時差異に係

Ａ： （前 略） 

監査委員会報告第66号５(2)では、将来解消見込年度が長期にわた

る将来減算一時差異には、退職給付引当金や建物の減価償却超過額

に係る将来減算一時差異が含まれ、これらの将来減算一時差異は、

企業が継続する限り、長期にわたるが将来解消され、将来の税金負

担額を軽減する効果を有するものとされています。 

監査委員会報告第66号５で示されている繰延税金資産の回収可能

性の判断指針における会社分類（例示区分）③及び④（ただし書き）

の場合、例えば、退職給付引当金について5年間（合理的な見積可能

期間）のスケジューリングを行った上で、その期間を超えた年度で

あっても、最終解消年度までに解消されると見込まれる退職給付引

当金に係る繰延税金資産については、回収可能性があると判断でき

るものとされています。 

なお、役員退職慰労引当金に係る将来減算一時差異については、

スケジューリングの結果に基づいて繰延税金資産の回収可能性を判

断するものですので、退職給付引当金や建物の減価償却超過額のよ

うに将来解消見込年度が長期となる将来減算一時差異には該当しま

せん。役員退職慰労引当金に係る繰延税金資産の回収可能性につい

ては、これまでの役員在任期間の実績や内規などに基づいて役員の

退任時期を合理的に見込み、当該役員の退任時期に将来減算一時差

異が解消され、税金負担額を軽減できる範囲内で、繰延税金資産を

計上することとなります。 
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る繰延税金資産について、第 21 項ただし書きに従って回収可能性

を判断する。 

 

 

 

その他有価証券の評価差額に係る一時差異の取扱い 

 

38.  その他有価証券の評価差額に係る一時差異は、原則として、

個々の銘柄ごとにスケジューリングを行い、評価差損に係る将来

減算一時差異については当該スケジューリングの結果に基づき回

収可能性を判断した上で繰延税金資産を計上し、評価差益に係る

将来加算一時差異については繰延税金負債を計上する。ただし、

個々の銘柄ごとではなく、次のように一括して繰延税金資産又は

繰延税金負債を計上することができる。 

 

 

 

 

 

 

(1) その他有価証券の評価差額に係る一時差異がスケジューリン

グ可能な一時差異である場合は、当該評価差額を評価差損が生

【70 号】Ⅰ２． 

Ⅰ その他有価証券の評価差額 

２．その他有価証券の評価差額に対する税効果会計の適用

における監査上の取扱い 

その他有価証券の評価差額に対する税効果会計については、評価

差額を評価差損と評価差益とに区分し、個々の銘柄ごとに、評価差

損（将来減算一時差異）については回収可能性を検討した上で繰延

税金資産を認識するとともに、評価差益（将来加算一時差異）につ

いては繰延税金負債を認識することが原則的処理と考えられる。 

しかしながら、「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」

によれば、その他有価証券については個々の保有目的等に応じてそ

の性格を細分化せず、多様な性格を有するその他有価証券を一括し

て捉えた上で毎期時価評価し、洗替え処理することとされたもので

あるから、当該時価評価により生じる評価差額については、税効果

会計を一括して適用することも認められると考えられる。したがっ

て、その他有価証券の評価差額について、以下のように税効果会計

を適用した場合についても、監査上妥当なものとして取り扱う。 

(1) その他有価証券の評価差額のうちスケジューリング（一時差異

の将来解消見込年度のスケジューリングをいう。以下同じ。）が
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じている銘柄と評価差益が生じている銘柄とに区分し、評価差

損の銘柄ごとの合計額に係る将来減算一時差異についてはスケ

ジューリングの結果に基づき回収可能性を判断した上で繰延税

金資産を計上し、評価差益の銘柄ごとの合計額に係る将来加算

一時差異については繰延税金負債を計上する。 

 

(2) その他有価証券の評価差額に係る一時差異がスケジューリン

グ不能な一時差異である場合は、評価差損の銘柄ごとの合計額

と評価差益の銘柄ごとの合計額を相殺した後の純額の評価差損

に係る将来減算一時差異又は評価差益に係る将来加算一時差異

について、繰延税金資産又は繰延税金負債を第 39 項に従って計

上する。 

なお、減損処理したその他有価証券に関して、期末における時

価が減損処理の直前の取得原価に回復するまでは、減損処理後の

時価の上昇に伴い発生する評価差益は将来加算一時差異ではなく

減損処理により生じた将来減算一時差異の戻入れとなる。このた

め、原則どおり、個々の銘柄ごとにスケジューリングを行い、当

該その他有価証券に係る将来減算一時差異については当該スケジ

ューリングの結果に基づき回収可能性を判断した上で、繰延税金

資産を計上する（[設例 2]）。 

可能なものについては、その評価差額を評価差損と評価差益と

に区分し、評価差損（将来減算一時差異）については回収可能

性を検討した上で繰延税金資産を認識し、評価差益（将来加算

一時差異）については繰延税金負債を認識する。 

 

 

(2) その他有価証券の評価差額のうちスケジューリングが不能な

ものについては、その評価差額を評価差損と評価差益とに区分

せず、各合計額を相殺した後の純額の評価差損又は評価差益に

ついて、繰延税金資産又は繰延税金負債を認識する。 

 

 

（スケジューリング不能なその他有価証券の純額の評価差損又は評

【70 号】Ⅰ３． 

３．その他有価証券の評価差額について純額で繰延税金資
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価差益に係る一時差異の取扱い） 

39.  スケジューリング不能なその他有価証券の評価差額に係る一

時差異について、第 38 項(2)によった場合、純額の評価差損又は

評価差益に係る一時差異に対して、次のように繰延税金資産又は

繰延税金負債を計上する。 

(1) 純額で評価差益の場合 

 その他有価証券の純額の評価差益に係る将来加算一時差異に

ついては繰延税金負債を計上する。なお、当該評価差益に係る

将来加算一時差異はスケジューリング不能な将来加算一時差異

であるため、繰延税金資産の回収可能性の判断にあたっては、

その他有価証券の評価差額に係る将来減算一時差異以外の将来

減算一時差異とは相殺できない。 

 

 

(2) 純額で評価差損の場合 

 その他有価証券の純額の評価差損に係る将来減算一時差異は

スケジューリング不能な将来減算一時差異であるため、原則と

して、当該将来減算一時差異に係る繰延税金資産の回収可能性

はないものとする。ただし、通常、その他有価証券は随時売却

が可能であり、また、長期的には売却されることが想定される

有価証券であることを考慮し、純額の評価差損に係る繰延税金

資産については、第 15 項から第 32 項に従って判断した分類に

産又は繰延税金負債を認識した場合の監査上の取扱い 

その他有価証券の評価差額に対する税効果会計について、前述２．

(2)によった場合で、純額の評価差損又は評価差益に対して、次のよ

うに繰延税金資産又は繰延税金負債を認識している場合には、監査

上妥当なものとして取り扱う。 

(1) 純額で評価差益の場合 

当該純額の評価差益については繰延税金負債を認識する。これ

に関し、当該評価差益はスケジューリング不能な将来加算一時差

異であるから、繰延税金資産の回収可能性の判断に当たっては、

評価差額以外の将来減算一時差異とは相殺できないものとして取

り扱う（これに対して、前述２．(1)によった場合の評価差益に係

る将来加算一時差異は、繰延税金資産の回収可能性の判断に当た

って、スケジューリングの結果に従い、評価差額以外の将来減算

一時差異と相殺することができる。）。 

(2) 純額で評価差損の場合 

当該純額の評価差損はスケジューリング不能な将来減算一時差

異であるから、原則として、当該繰延税金資産の回収可能性はな

いものとして取り扱う。ただし、通常、その他有価証券は随時売

却が可能であり、また、長期的には売却されることが想定される

有価証券であることを考慮し、純額の評価差損に係る繰延税金資

産については、会社の業績等の状況を回収可能性の判断基準とす

ることができるものとする。すなわち、監査委員会報告第66号「繰
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応じて、次のように取り扱うことができる。 

① （分類 1）に該当する企業及び（分類 2）に該当する企業（第

28 項に従って（分類 2）に該当するものとして取り扱われる

企業を含む。）においては、純額の評価差損に係る繰延税金資

産の回収可能性があるものとする。 

② （分類 3）に該当する企業（第 29 項に従って（分類 3）に

該当するものとして取り扱われる企業を含む。）においては、

将来の合理的な見積可能期間（おおむね 5年）又は第 24 項に

従って繰延税金資産を見積る企業においては 5 年を超える見

積可能期間の一時差異等加減算前課税所得の見積額にスケジ

ューリング可能な一時差異の解消額を加減した額に基づき、

純額の評価差損に係る繰延税金資産を見積る場合、当該繰延

税金資産の回収可能性はあるものとする。 

延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱い」５．(1)

の①及び②に該当する会社の場合には、純額の評価差損に係る繰

延税金資産についても回収可能性があると判断できるものとし、

同③及び④のただし書に該当する会社の場合には、将来の合理的

な見積可能期間（おおむね５年）内の課税所得の見積額からスケ

ジューリング可能な一時差異の解消額を加減した額を限度とし

て、純額の評価差損に係る繰延税金資産を計上しているときは、

当該繰延税金資産は回収可能性があると判断できるものとする。

 

 

40.  第 38 項(2)によった場合、当該一時差異はスケジューリング不

能であるため、その他有価証券の売却損益計上予定額を将来の一

時差異等加減算前課税所得の見積額（タックス・プランニングに

基づく一時差異等加減算前課税所得の見積額を含む。）に含めるこ

とはできない。 

【70 号】Ⅰ４．(2) 

(2) 純額処理をした場合の将来の課税所得の見積りについて 

純額処理をした場合には、当該一時差異はスケジューリング不

能であるため、その他有価証券の売却損益計上予定額を将来の課

税所得の見積額（タックスプランニングを含む。）に含めること

はできない。 
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（部分純資産直入法を採用している場合のその他有価証券の評価差

額の取扱い） 

41.  部分純資産直入法を採用している場合のその他有価証券の評

価差額に係る一時差異のうち、スケジューリング可能な一時差異

については第 38 項(1)に準じて処理し、スケジューリング不能な

一時差異については第 38 項(2)に準じて処理する。 

【70 号】Ⅰ４．(1) 

４．その他の監査上の取扱い 

(1) 部分資本直入法を採用している場合のその他有価証券の評価

差額について 

部分資本直入法を採用している場合のその他有価証券の評価差

額について、スケジューリング可能な評価差額については前述２．

(1)に準じて処理しており、スケジューリング不能な評価差額につ

いては前述３．に準じて処理している場合には、監査上妥当なも

のとして取り扱う。 

 

（外貨建その他有価証券の為替換算差額の取扱い） 

42.  外貨建その他有価証券の為替換算差額は、原則として企業会計

基準第 10 号「金融商品に関する会計基準」（以下「金融商品会計

基準」という。）第 18 項の評価差額に関する処理方法に従うもの

とされている（企業会計審議会「外貨建取引等会計処理基準」一 2 

(2)）。しかしながら、時価を把握することが極めて困難と認めら

れる外貨建その他有価証券の為替換算差額のうち一時差異となる

ものについては、時価のあるその他有価証券に係る金融商品会計

基準の時価評価とはその性格が異なるため、第 38 項から第 41 項

に掲げた定めを適用しない。 

【70 号】Ⅰ４．(3) 

(3) 外貨建その他有価証券の換算差額について 

外貨建その他有価証券の換算差額は、外貨建取引等会計基準

（一．２．(2)）により、原則として金融商品会計基準（第三．二．

４）の評価差額に関する処理方法に従うものとされているが、時

価がない外貨建その他有価証券に係る為替換算差額のうち一時差

異となるものについては、時価があるその他有価証券に係る金融

商品会計基準の時価評価とその性格を異にするため、本報告の適

用対象外となる。 

 

 

 

【70 号】Ⅰ４．(4) 

(4) その他有価証券の評価差額以外のスケジューリング不能な一
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時差異について 

その他有価証券の評価差額以外のスケジューリング不能な一時

差異についての監査上の取扱いは、従来どおり、監査委員会報告

第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査上の取扱

い」による。 

 

退職給付に係る負債に関する一時差異の取扱い 

 
【税効果 Q&A】Ｑ15 

Ｑ15： 企業会計基準第 26 号「退職給付に関する会計基準」（以

下「退職給付会計基準」という。）の適用により、連結財務諸

表においては、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費

用を、税効果を調整の上でその他の包括利益累計額で認識し、

積立状況を示す額をそのまま負債（又は資産）として計上しま

す。一方、個別財務諸表においては、従来どおり、未認識数理

計算上の差異及び未認識過去勤務費用については貸借対照表に

計上せず、これに対応する部分を除いた、退職給付債務と年金

資産の差額を負債（又は資産）として計上します。これに関す

る連結財務諸表及び個別財務諸表における税効果会計は、どの

ようになりますか。 

 Ａ： 退職給付会計基準が平成25年４月１日以後開始する事業年度

の年度末に係る財務諸表から適用されます。改正前の退職給付会

計基準では、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用に

ついては貸借対照表に計上せず、これに対応する部分を除いた、
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退職給付債務と年金資産の差額を負債（又は資産）として計上し

ていましたが、退職給付会計基準の適用により、連結財務諸表上、

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用（以下「未認識

項目」という。）を、税効果を調整の上でその他の包括利益累計額

で認識し、積立状況を示す額をそのまま負債（退職給付に係る負

債）又は資産（退職給付に係る資産）として計上することになり

ます。一方、個別財務諸表上は、当面の間、改正前の取扱いを継

続することとされています。 

この退職給付会計基準の適用による個別財務諸表上の退職給付

引当金と連結財務諸表上の退職給付に係る負債についての税効果

会計上の取扱いは、以下のようになるものと考えられます。 

（連結財務諸表における退職給付に係る負債に関する繰延税金資産

の回収可能性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 個別財務諸表と連結財務諸表の繰延税金資産の回収可能性 

未認識項目を負債（又は資産）として認識する会計処理は、連

結手続の一環であり、当該連結手続に関する連結修正項目により

生じた一時差異は、連結手続上生じた将来減算一時差異及び将来

加算一時差異と考えられます（連結税効果実務指針第２項）。 

連結手続上生じた繰延税金資産の回収可能性については、「連

結手続上生じた将来減算一時差異（未実現利益の消去に係る将来

減算一時差異を除く。）に係る税効果額は、各納税主体ごとに個

別貸借対照表上の繰延税金資産の計上額（繰越外国税額控除に係

る繰延税金資産を除く。）と合算し、個別税効果実務指針第21項

に定める回収可能性の判断要件及び個別税効果実務指針第22項に
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43.  連結財務諸表における退職給付に係る負債に関する繰延税金

資産は、まず、個別財務諸表における退職給付引当金に係る将来

減算一時差異に関する繰延税金資産の額を計上し、これに連結修

正項目である未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用

（以下合わせて「未認識項目」という。）の会計処理により生じ

る将来減算一時差異に係る繰延税金資産の額を合算し、この合算

額について第 6 項に従って回収可能性を判断する。なお、連結財

務諸表における当該繰延税金資産の回収可能性については、個別

財務諸表において第 15 項から第 32 項に従って判断した分類に基

づいて判断する。 

従って繰延税金資産の連結貸借対照表への計上の可否及び計上額

を決定し、個別税効果実務指針第23項に従って、計上した繰延税

金資産の修正を行わなければならない。」とされています（連結

税効果実務指針第41項）。したがって、連結財務諸表上の「退職

給付に係る負債（又は資産）」に係る税効果については、まず、

個別財務諸表における退職給付引当金に係る一時差異に対する繰

延税金資産の額を計上し、これに連結修正項目についての税効果

額を合算し、この合算額についての回収可能性を判断することに

なるものと考えられます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 監査委員会報告第66号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関

する監査上の取扱い」との関係 

個別財務諸表における繰延税金資産の回収可能性の判断と、こ

の個別財務諸表における繰延税金資産に連結修正項目に係る繰延

税金資産を合算した連結財務諸表における繰延税金資産の回収可

能性の判断は、未認識項目を連結貸借対照表上で負債（又は資産）

として即時認識するか否かにより将来年度の課税所得の見積りが

変わるものではないため、同じになるものと考えられます。 

また、連結財務諸表における「退職給付に係る負債（又は資産）」
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44.  個別財務諸表における退職給付引当金に係る将来減算一時差

異に関する繰延税金資産の額に未認識項目の会計処理により生じ

る将来減算一時差異に係る繰延税金資産の額を合算した繰延税金

に係る一時差異に対する繰延税金資産の回収可能性の判断は、未

認識項目を連結貸借対照表上で負債（又は資産）として即時認識

するか否かによって影響を受けるものではないと考えられます。

このため、繰延税金資産の回収可能性の判断において、過去の

業績等に基づいて、将来年度の課税所得による繰延税金資産の回

収可能性を判断する場合が多いと思われますが、連結財務諸表に

おける会社分類（例示区分）は、個別財務諸表における会社分類

（例示区分）と変わらないものと考えられます。 

例えば、監査委員会報告第66号５(1)の会社分類（例示区分）が

①（期末における将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎

期計上している会社等）である場合において、個別財務諸表にお

ける将来減算一時差異を十分に上回る課税所得を毎期計上してい

ますが、連結修正（未認識項目の負債認識）において生じる将来

減算一時差異を考慮すると、将来減算一時差異を十分に上回る課

税所得を毎期計上していないことになる場合も考えられます。こ

の場合においても、連結財務諸表における会社分類（例示区分）

は個別財務諸表における会社分類（例示区分）と同じ①とし、連

結手続上生じた繰延税金資産の全額について、その回収可能性が

あると判断されるものと考えられます。 

なお、監査委員会報告第66号５(2)の退職給与引当金（退職給付

引当金）に係る将来減算一時差異に係る将来解消年度が長期とな

る将来減算一時差異としての取扱いは、連結修正（未認識項目の
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資産の回収可能性については、第 35 項に定める解消見込年度が長

期にわたる将来減算一時差異の取扱いを適用する。 

 

負債認識）において生じる将来減算一時差異についても同様に当

てはまるものと考えられます。これは、連結財務諸表上の退職給

付に係る負債と個別財務諸表の退職給付引当金の帳簿価額は、当

初は相違があっても、未認識項目の認識のタイミングのずれによ

るものであり、将来減算一時差異としての性質は異なるものでは

ないためです。つまり、個別財務諸表上における未認識項目は、

発生後、償却を通じて退職給付引当金として認識され、償却が終

了した時点で当該未認識項目はすべて個別財務諸表上の退職給付

引当金に係る一時差異となることから、連結財務諸表上の退職給

付に係る負債と個別財務諸表の退職給付引当金の帳簿価額は一致

するものであり、連結修正（未認識項目の負債認識）において生

じる将来減算一時差異は解消するものであるためです。 

（退職給付に係る負債に関する繰延税金資産の回収可能性を見直す

場合の会計処理） 

(3) 回収可能性の見直し時の会計処理 

 

 

 

 

 

 

 

 

退職給付引当金及び退職給付に係る負債に係る将来減算一時差

異についての繰延税金資産の回収可能性が過去においてはないと

判断されていたものについて、その後回収可能性があると判断さ

れた場合（監査委員会報告第66号５(1)の会社分類（例示区分）が

⑤から⑤以外になった場合、又は④本文から①、②若しくは③に

なった場合）、まず、個別財務諸表における退職給付引当金につ

いて法人税等調整額を相手勘定として繰延税金資産を計上しま

す。これに加え、未認識項目の負債認識において生じる将来減算
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45.  個別財務諸表における退職給付引当金に係る繰延税金資産は、

第 8 項に従って毎期回収可能性の見直しを行う。また、連結財務

諸表における未認識項目の負債認識により生じる将来減算一時差

異に係る繰延税金資産は、第 9 項に従って毎期回収可能性の見直

しを行い、第 10 項に従って会計処理を行う。 

 

一時差異について回収可能性があると判断される場合には、当該

一時差異についても一部又は全額の繰延税金資産を退職給付に係

る調整額を相手勘定として計上することになるものと考えられま

す。 

一方、退職給付引当金及び退職給付に係る負債に係る将来減算

一時差異についての繰延税金資産の回収可能性があると判断して

いたものについて、回収可能性がないと判断された場合（監査委

員会報告第66号５(1)の会社分類（例示区分）が①、②、③又は④

ただし書から④本文又は⑤になった場合、又は④本文から⑤にな

った場合）、個別財務諸表における退職給付引当金に係る将来減

算一時差異が優先して解消するものとして繰延税金資産の額を算

定することになります。すなわち、個別財務諸表において退職給

付引当金に係る繰延税金資産の見直しを行い、回収可能性がある

ものと判断される額を超えて計上されていた繰延税金資産の額に

ついて法人税等調整額を相手勘定として取崩しを行います。この

場合、連結財務諸表上、個別財務諸表上の取崩しの処理に加え、

未認識項目の負債認識において生じる将来減算一時差異に対応す

る繰延税金資産は、すべてが回収可能性があるものと判断される

額を超える額となりますので、退職給付に係る調整額を相手勘定

として取崩しを行うことが考えられます。 

繰延ヘッジ損益に係る一時差異の取扱い 

46.  繰延ヘッジ損益に係る一時差異は、繰延ヘッジ損失と繰延ヘッ

【純資産適用指針】第 17 項 

17. 繰延ヘッジ損益に係る税効果会計については、繰延ヘッジ損失
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ジ利益とに区分し、繰延ヘッジ損失に係る将来減算一時差異につ

いては、第 6 項に従って回収可能性を判断した上で繰延税金資産

を計上し、繰延ヘッジ利益に係る将来加算一時差異については繰

延税金負債を計上する。 

 

なお、繰延ヘッジ損失に係る将来減算一時差異に関する繰延税

金資産は、第 15 項から第 32 項に従って判断した分類に応じて、

（分類 1）に該当する企業及び（分類 2）に該当する企業（第 28

項に従って（分類 2）に該当するものとして取り扱われる企業を含

む。）に加え、（分類 3）に該当する企業（第 29 項に従って（分

類 3）に該当するものとして取り扱われる企業を含む。）において

も回収可能性があるものとする。 

 

 

と繰延ヘッジ利益とに区分し、繰延ヘッジ損失（将来減算一時差

異）については、税効果実務指針等に基づき回収可能性を検討し

た上で繰延税金資産を認識するとともに、繰延ヘッジ利益（将来

加算一時差異）については繰延税金負債を認識することとなる（第

4項(4)参照）。 

なお、繰延ヘッジ損失については、ヘッジ有効性を考慮すれば、

通常、ヘッジ対象に係る評価差益（将来加算一時差異）とほぼ同

時期・同額にて解消されるものとみることもできることなどから、

本適用指針では、将来年度の収益力に基づく課税所得によって繰

延税金資産の回収可能性を判断する場合には、例示区分①及び②

の会社に加え、例示区分③及び④のただし書きの会社についても

回収可能性があると判断できるものとした。 

繰越外国税額控除に係る繰延税金資産 繰越外国税額控除 

 

 

47.  繰越外国税額控除については、在外支店の税務上の所得が合理

的に見込まれる等、国外源泉所得が生じる可能性が高いことによ

り、翌期以降に外国税額控除の余裕額が生じることが確実に見込

まれる場合、繰越外国税額控除の実現が見込まれる額を繰延税金

資産として計上する（[設例 3]）。 

【個別税効果実務指針】第 25 項 

（繰延税金資産の計上要件） 

25. 繰越外国税額控除については、在外支店の所得が合理的に見込

まれるなど、国外源泉所得を稼得する可能性が高いことにより、

翌期以降に外国税額控除余裕額が生ずることが確実に見込まれる

ときにのみ、繰越外国税額控除の実現が見込まれる額を繰延税金
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資産として計上する。 

【個別税効果実務指針】第 26 項 

（控除限度超過額を仮払税金等として処理している場合の処理） 

26. 在外支店等で納付した税金及び源泉徴収税額のような直接納付

外国税額のうち外国税額控除限度額を超過する納付額を、期中に

おいて仮払税金等として資産計上している場合には、期末決算に

おいては、その科目から「法人税、住民税及び事業税」に振替計

上し、改めて第 25 項に従って繰延税金資産の計上の可否を検討し

なければならない。 

 

 

48.  将来の外国税額控除の余裕額が生じる可能性は毎期見直し、過

年度に計上した繰越外国税額控除に係る繰延税金資産の全部又は

一部が第 47 項の要件を満たさなくなった場合、計上していた繰延

税金資産のうち回収可能性がない金額を取り崩す。この見直しに

より生じた差額は第 10 項に準じて処理する。 

 

【個別税効果実務指針】第 27 項 

（繰越外国税額控除の実現性の見直し） 

27. 過年度に計上した外国税額に係る繰延税金資産につき、将来に

おける外国税額控除余裕額の発生の可能性に疑問が生じた場合、

繰越外国税額控除の実現が見込まれる要件に該当しないことが考

えられる。このような場合、繰越外国税額控除に係る繰延税金資

産は、第 25 項の要件を満たす金額まで減額修正しなければならな

い。なお、その場合の減少差額は第 23 項に準じて処理する。 

 【66 号】７． 

７.重要性の乏しい連結子会社等における繰延税金資産の

回収可能性の判断指針 
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  連結財務諸表を構成する連結子会社及び持分法適用会社における繰

延税金資産の回収可能性の判断は、原則として、前述５．(1)及び(2)

に基づいて行うこととなる。しかし、企業規模が小さく、税効果会計の

連結財務諸表に与える影響額の重要性が乏しい連結子会社等の場合に

おける繰延税金資産について、例えば、簡便的に当該会社の期末の一時

差異等の合計額と過去５年間の課税所得の合計額のいずれか少ない額

に法定実効税率を乗じた額を計上している場合には、当該繰延税金資産

は回収可能性があると判断できるものとする。 

適用時期等  

49.  本適用指針の適用時期等に関する取扱いは、次のとおりとす

る。 

(1) 平成 28年 4月 1日以後開始する連結会計年度及び事業年度の

期首から適用する。ただし、平成 28 年 3 月 31 日以後終了する

連結会計年度及び事業年度の年度末に係る連結財務諸表及び個

別財務諸表から適用することができる。 

(2) (1)ただし書きの適用にあたって、早期適用した連結会計年度

及び事業年度の翌年度に係る四半期連結財務諸表及び四半期個

別財務諸表においては、早期適用した連結会計年度及び事業年

度の四半期連結財務諸表及び四半期個別財務諸表について本適

用指針を当該年度の期首に遡って適用する。 

(3) 本適用指針の適用初年度においては、会計基準等の改正に伴

（新 設） 
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う会計方針の変更として取り扱う。 

(4) 本適用指針の適用初年度においては、当該年度の期首時点で

新たな会計方針を適用した場合の繰延税金資産及び繰延税金負

債の額と、前年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との

差額を、適用初年度の期首の利益剰余金に加減する。 

ただし、資産又は負債の評価替えにより生じた評価差額等を

その他の包括利益で認識した上で純資産の部のその他の包括利

益累計額に計上する場合又は直接純資産の部の評価・換算差額

等に計上する場合、適用初年度の期首時点で新たな会計方針を

適用した場合の繰延税金資産及び繰延税金負債の額と、前年度

末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、適用初年

度の期首のその他の包括利益累計額又は評価・換算差額等に加

減する。 

(5) 本適用指針の適用初年度においては、会計基準等の改正に伴

う会計方針の変更による影響額の注記について、企業会計基準

第 24 号「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（以

下「企業会計基準第 24 号」という。）第 10 項(5)ただし書きの

定めにかかわらず、適用初年度の期首の繰延税金資産に対する

影響額、利益剰余金に対する影響額、及びその他の包括利益累

計額又は評価・換算差額等に対する影響額を注記する。 



－45－ 

本公開草案 監査委員会報告第 66 号等 

50.  日本公認会計士協会においては、日本公認会計士協会 会計制

度委員会報告第 10 号「個別財務諸表における税効果会計に関する

実務指針」（以下「個別税効果実務指針」という。）及び同監査委

員会報告第 66 号「繰延税金資産の回収可能性の判断に関する監査

上の取扱い」（以下「監査委員会報告第 66 号」という。）等の改正

又は廃止を検討されることが適当である。 

（新 設） 

 
以 上 


